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特定通信・放送開発事業の実施に関する指針（平成28

年総務省告示第244号）の一部改正 

 

（諮問第５号） 

 

 

 





一
頁

○
総
務
省
告
示
第

号

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
二
年
法
律
第

号
）
及
び
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
令
和
二
年
法
律
第

号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
特
定
通
信
・
放
送
開
発
事
業
実
施
円
滑
化
法
（
平
成
二

年
法
律
第
三
十
五
号
）
第
三
条
第
五
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
特
定
通
信
・
放
送
開
発
事
業
の
実
施
に
関
す
る
指
針
（
平

）

、

。

成
二
十
八
年
総
務
省
告
示
第
二
百
四
十
四
号

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
変
更
し

令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る

令
和

年

月

日

総
務
大
臣

高
市

早
苗

次
の
表
に
よ
り
、
変
更
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
変

更
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

（別添）



二
頁

変

更

後

変

更

前

二

特
定
通
信
・
放
送
開
発
事
業
の
内
容
に
関
す
る
事
項

二

［
同
上
］

［
⑴
～
⑶

略
］

［
⑴
～
⑶

同
上
］

⑷

地
域
特
定
電
気
通
信
設
備
供
用
事
業

⑷

［
同
上
］

法
附
則
第
五
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
「
地
域
特
定
電
気
通
信
設
備
供
用
事
業
」
は
、
電
気
通
信
事

業
法
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
二
条
第
五
号
に
規
定
す
る
電
気
通
信
事
業
者
が
行
う
も
の
と

し
、
当
該
事
業
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

［
ア

略
］

［
ア

同
上
］

イ

「
特
定
電
気
通
信
設
備
」

イ

「
特
定
電
気
通
信
設
備
」

。

。

設
備
等
省
令
第
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
電
気
通
信
設
備
の
う
ち
ア
の
施
設
に
設
置
す
る
も
の
を
い
う

設
備
等
省
令
第
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
電
気
通
信
設
備
の
う
ち
ア
の
施
設
に
設
置
す
る
も
の
を
い
う

租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
四
十
四
条
の
五
第
一
項
及
び
第
六
十
八
条

地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
附
則
第
十
五
条
第
四
十
項
に
規
定
す
る
対
象
特

定
電
気
通
信
設
備
に
つ
い
て
は
、
法
附
則
第
五
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
助
成
金
の
交
付
対
象
と
な

地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百

の
二
十
六
第
一
項
に
規
定
す
る
情
報
流
通
円
滑
化
設
備
並
び
に

ら
な
い

二
十
六
号
）
附
則
第
十
五
条
第
四
十
六
項
に
規
定
す
る
対
象
特
定
電
気
通
信
設
備
に
つ
い
て
は
、
法
附
則

。

第
五
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
助
成
金
の
交
付
対
象
と
な
ら
な
い
。

そ
の
際
、
設
備
等
省
令
第
一
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
「
主
と
し
て
当
該
電
気
通
信
設
備
が
設
置

さ
れ
る
都
道
府
県
又
は
当
該
都
道
府
県
に
隣
接
す
る
都
道
府
県
に
お
い
て
当
該
情
報
の
提
供
を
受
け
る
者

に
そ
の
提
供
を
行
う
た
め
の
も
の
」
と
は
、
当
該
電
気
通
信
設
備
の
記
憶
装
置
の
容
量
の
過
半
が
、
安
定

的
に
当
該
電
気
通
信
設
備
が
設
置
さ
れ
る
都
道
府
県
又
は
当
該
都
道
府
県
に
隣
接
す
る
都
道
府
県
（
設
備

等
省
令
第
二
条
第
二
号
に
規
定
す
る
東
京
圏
を
除
く

）
に
お
い
て
当
該
情
報
の
提
供
を
受
け
る
者
に
利

。

用
さ
れ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
も
の
と
す
る
。

［
ウ
～
オ

略
］

［
ウ
～
オ

同
上
］

三

特
定
通
信
・
放
送
開
発
事
業
の
実
施
方
法
に
関
す
る
事
項

三

［
同
上
］

［
⑴
～
⑷

略
］

［
⑴
～
⑷

同
上
］

⑸

地
域
特
定
電
気
通
信
設
備
供
用
事
業

⑸

［
同
上
］

地
域
特
定
電
気
通
信
設
備
供
用
事
業
の
実
施
に
当
た
り
実
施
計
画
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は

、
実
施
計
画
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
併
せ
て
記
載
し
て
提
出
す
る
こ
と
。

ア

当
該
実
施
計
画
に
よ
り
整
備
さ
れ
る
電
気
通
信
設
備
が
設
備
等
省
令
第
一
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
に

ア

当
該
実
施
計
画
に
よ
り
整
備
さ
れ
る
電
気
通
信
設
備
が
設
備
等
省
令
第
一
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
に

該
当
す
る
か
の
別
（
同
項
第
一
号
に
該
当
す
る
場
合
は
、
複
製
す
る
情
報
が
記
録
さ
れ
た
特
定
電
気
通
信

該
当
す
る
か
の
別
（
同
項
第
一
号
に
該
当
す
る
場
合
は
、
複
製
す
る
情
報
が
記
録
さ
れ
た
特
定
電
気
通
信

、
同
項
第
二
号
に
該
当
す
る
場
合
は
、
当
該
電
気
通
信
設
備
の
利
用
を
想
定

設
備
が
設
置
さ
れ
る
地
域
を

）

設
備
が
設
置
さ
れ
る
地
域
を

併
せ
て
記
載
す
る
こ
と
。

）

す
る
者
の
居
住
又
は
所
在
す
る
都
道
府
県
・
市
町
村
名
及
び
そ
の
利
用
率
を
、
併
せ
て
記
載
す
る
こ
と
。

［
イ
～
エ

略
］

［
イ
～
エ

同
上
］

備
考

表
中
の
［

］
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

赤字：法人税の特別償却にかかる記載

緑字：固定資産税の課税標準にかかる記載



別紙 

 
 

「特定通信・放送開発事業の実施に関する指針（平成 28 年総務省告示第 244号。 

以下「実施指針」という。）」の改正概要 

 

総務省総合通信基盤局データ通信課 

 

特定通信・放送開発事業実施円滑化法（平成２年法律第 35 号）第３条第１項の規

定に基づき、同法第２条に規定する通信・放送新規事業及び地域通信・放送開発事業

並びに同法附則第５条第２項に規定する新技術開発施設供用事業及び地域特定電気

通信設備供用事業の内容、実施方法、実施に際して配慮すべき重要事項等について定

めるものである。 

 

今般の変更は、地域データセンター整備促進税制における法人税の特別償却の特

例について、措置期日である令和２年３月 31日をもって終了する予定のところ、第

201 回通常国会において、本税制における法人税に係る特例の廃止を含めた租税特

別措置法（昭和 32年法律第 26号）の改正が予定されているため、併せて、実施指

針に記載された当該特例に関する記載について削除等するものである。 

また、固定資産税の課税標準の特例については、当該特例自体は今後も継続され

るものの、地方税法（昭和 25年法律第 226号）は毎年度改正が行われており、当該

改正中、地方税法の引用条項に項ずれが生じることが見込まれることから、実施指

針における地方税法の引用条項も併せて変更する必要がある。 

 

以上 

１ 実施指針の概要 

２ 実施指針の改正の概要 



 

関係条文 

 

○特定通信・放送開発事業実施円滑化法（平成二年法律第三十五号）（抄） 

（目的） 

第一条 この法律は、社会経済の情報化の進展に伴い国民経済及び国民生活における情報の流通の重要性が

増大していることにかんがみ、特定通信・放送開発事業の実施の円滑化に必要な措置を講ずること等によ

り、新たな通信・放送事業分野の開拓等を通じて電気通信による情報の円滑な流通の促進を図り、もって

我が国における情報化の均衡ある発展に資することを目的とする。 

 

（実施指針） 

第三条 総務大臣は、電気通信による情報の円滑な流通の促進を図るため、特定通信・放送開発事業の実施

に関する指針（以下「実施指針」という。）を定めなければならない。この場合において、次項第二号から

第四号までに掲げる事項については、通信・放送新規事業及び地域通信・放送開発事業につきそれぞれ定

めなければならない。 

２～５ （略） 

６ 総務大臣は、実施指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、関係行政機関の長に協議し、かつ、

審議会等（国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。）で政令で定め

るものの意見を聴かなければならない。 

７ （略） 

 

附 則（抄） 

（実施指針等の特例） 

第四条 平成三十四年三月三十一日までの間における第二条第二項、第三条第一項、第四条第一項及び第二

項各号並びに第五条第三項の規定の適用については、（略）第三条第一項中「及び地域通信・放送開発事業」

とあるのは「、地域通信・放送開発事業、新技術開発施設供用事業及び地域特定電気通信設備供用事業」

と、第四条第一項及び第二項各号並びに第五条第三項中「通信・放送新規事業」とあるのは「通信・放送

新規事業、新技術開発施設供用事業又は地域特定電気通信設備供用事業」とする。 

 

（機構による特定通信・放送開発事業の推進等の特例） 

第五条 （略） 

２ 前項において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 （略） 

二 地域特定電気通信設備供用事業 電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）として記録することが可能な情報を大量に記録し、並びに当該情報を高速度で送信し、及び受信

することが可能な電気通信回線に接続される電気通信設備として総務省令で定める電気通信設備のうち

専ら当該電気通信設備の設置を目的とする施設に設置するもの（以下この号において「特定電気通信設

備」という。）を他人の利用に供する事業であって、特定電気通信設備の特定の地域への集中を緩和する

ことにより当該特定の地域における情報の円滑な流通を確保するために特定電気通信設備の設置を誘導

すべき地域として総務省令で定める地域に特定電気通信設備を設置して行うものをいう。 

３ （略） 

 

 

○特定通信・放送開発事業実施円滑化法施行令（平成二年政令第二百六十三号） 

特定通信・放送開発事業実施円滑化法第三条第六項の審議会等で政令で定めるものは、情報通信行政・郵政

行政審議会とする。 
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